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環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）の輪郭 

貿易・投資を拡大し，雇用，経済成長及び発展を支援する：ＴＰＰの輪郭 

（外務省仮訳） 

 

２０１１年１１月１２日 

 

２０１１年１１月１２日，ＴＰＰ参加９か国－オーストラリア，ブルネイ，チリ，マレー

シア，ニュージーランド，ペルー，シンガポール，ベトナム，アメリカ合衆国－の首脳は，

ＴＰＰ参加国間の貿易と投資を拡大し，イノベーション，経済成長及び開発を促進し，並び

に，雇用の創出及び維持を後押しする，野心的で２１世紀型のＴＰＰの大まかな輪郭を達成

したことを発表した。 

 

協定の大まかな骨格は以下のとおり。 

 

重要な特徴 

ＴＰＰの大まかな輪郭の合意に関する首脳への報告の中で，貿易担当閣僚は，ＴＰＰの５

つの特徴を特定した。これらの特徴により，ＴＰＰは，世界の経済においてＴＰＰ参加国が

競争力を高めていくために，グローバルな貿易の新しい基準を設立し，次世代の課題を包含

する，画期的で２１世紀型の貿易協定となる。 

 

○包括的な市場アクセス：我々の労働者とビジネスにとっての新しい機会及び我々の消費者

にとっての即時の利益を創出するために，関税並びに物品・サービスの貿易及び投資に対

するその他の障壁を撤廃する。 

 

○地域全域にまたがる協定：ＴＰＰ参加国の雇用創出，生活水準の向上，福祉の改善，持続

可能な成長を促進するという目標を支援するために，ＴＰＰ参加国間の生産とサプライチ

ェーンの発展を促進する。 

 

○分野横断的な貿易課題：ＴＰＰに４つの新しい分野横断的な課題を取り込むことでＡＰＥ

Ｃ及び他のフォーラムで行われる作業を発展させる。この４つの課題は，以下の通りであ

る。 

－規制制度間の整合性：参加国間の貿易をより継ぎ目のない効率的なものとすることで，

これら国々の間の貿易を促進する。 

－競争力及びビジネス円滑化：地域的な生産とサプライチェーンの発展等を通じて，各

ＴＰＰ参加国経済の国内及び地域の競争力を強化し，地域の経済統合と雇用を促進する。 
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－中小企業：中小企業による国際的な取引を促進しつつ，中小企業が貿易協定を理解し，

利用するに当たっての困難に取り組む。 

－開発：包括的で強固な市場自由化，貿易と投資を拡大するような規律強化，及びその

他の約束（全てのＴＰＰ参加国が協定を効果的に履行し利益を完全に享受するためのメ

カニズムを含む）により，経済開発とガバナンスにとって重要な制度が強化され，これ

によって各ＴＰＰ参加国の経済発展上の優先課題が前進する。 

 

○新たな貿易課題：デジタル経済やグリーン・テクノロジーに関連するものを含む革新的な

製品及びサービスの貿易及び投資を促進し，ＴＰＰ地域を通じた競争的なビジネス環境を

確保する。 

 

○「生きている」協定：将来生じる貿易の課題及び新規参加国に伴う協定の拡大から生じる

新しい課題に対応するために，協定の適切な更新を可能とする。 

 

範囲 

・協定は，全ての重要な貿易及び貿易関連分野をカバーする「シングル・アンダーテイキン

グ」として交渉が行われている。これまでの自由貿易協定がカバーする課題への従来のア

プローチを新しくすることに加え，ＴＰＰは新たな貿易課題及び分野横断的な課題を含む。 

 

・協定の条文及び特定の市場アクセスの約束（ＴＰＰ参加国が相互の物品，サービス，政府

調達にそれぞれの市場を開放するための約束）を策定するために，９回の包括的な交渉会

合において，２０以上の交渉グループが会合を行った。 

 

・また９か国全ては，協定の利益と義務が完全に共有されるように，高い基準を採用するこ

とに合意した。また，９か国は，貿易に関する能力の構築，技術支援，及び自由化約束の

適切な段階的実施等を通じ，途上国メンバーが直面するセンシティビティ及び特有の課題

に適切に対応する必要性に合意した。 

 

・新しくかつ分野横断的な一連の約束により，コストが削減され，ＴＰＰメンバー間のより

継ぎ目のない貿易の流れと貿易ネットワークの構築が可能となり，国際貿易への中小企業

の参加が促され，経済成長と高い生活水準が促進される。 

 

・交渉チームは，伝統的なＦＴＡの章において分野横断的な課題について新しい約束を提案

したのに加え，上記課題に対応するため，独立した別個の約束の合意に向けてかなりの進

展を達成した。 
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条文案 

交渉グループは事実上全てのグループにおいて統合条文案を作成した。いくつかの分野に

おいては，条文案はほとんど完成しており，他の分野においては，特定の問題についての条

文案を仕上げるために更なる作業を必要としている。条文案には，相違点が残っている部分

を示すために括弧が付されている。 

 

条文案はＴＰＰ参加国間の取引関係のあらゆる面をカバーしている。以下に示すのが現在

交渉中の課題と進捗状況の要点である。 

 

○競争： 

競争分野の条文案は競争的なビジネス環境を促進し，消費者を保護し，ＴＰＰ参加国の企

業に公平な競争の場を確保する。交渉担当者は条文案について大きな前進をとげた。その条

文案には，競争法及び競争当局の設置と維持，競争法の執行における手続的公平性，透明性，

消費者保護，私的訴権及び技術協力に関する約束が含まれている。 

 

○協力及び貿易に関する能力の構築： 

ＴＰＰ参加国は，交渉期間中及び合意後に，協定を実施し活用するＴＰＰ参加国の能力を

向上させるため，貿易に関する能力の構築及び他の形態による協力が極めて重要であること

で一致している。ＴＰＰ参加国は，ＴＰＰ参加国間で追求することに合意した高い水準を途

上国が満たすに当たっての特定のニーズに対応することを支援する上で，能力構築のための

活動が効果的な方策であることを認識する。この精神に基づき，特定の要請に応える形で，

いくつかの協力及び能力構築の活動がすでに実施され，途上国がＴＰＰの目標を達成するこ

とを支援する更なる活動が計画されている。ＴＰＰ参加国は，ＴＰＰの実施後，協力及び能

力向構築支援を効果的に促進するため，需要主導で柔軟な制度上のメカニズムを構築する特

定の条文案についても議論している。 

 

○越境サービス： 

ＴＰＰ参加国は，越境サービスの条文案について核となる要素のほとんどについて合意し

た。この合意は，公共の利益のために政府が規制する権利を維持しつつ，電子的に提供され

るサービスや中小企業によるサービスを含む，サービス貿易について公正で開放的な透明性

のある市場を確保するための基礎となる。 

 

○税関： 

ＴＰＰの交渉担当者は，税関に関する条文案の重要な要素，及び予見可能でかつ透明性が

あり，貿易を迅速化し促進する税関手続を設けることが非常に重要であることについて合意

に達した。この合意は，ＴＰＰ参加国の企業を地域の生産及びサプライチェーンに繋げる上

で役立つものである。条文案は，税関当局の関税法令及び規則を厳格に執行する能力を維持
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する一方で，物品が税関の管理下からできるだけ早く引き取られるようにするものである。

更に，ＴＰＰ参加国は，協定及び他の税関に関する事項が効果的に実施及び運用されるよう

に税関当局間の緊密な協力の重要性に合意した。 

 

○電子商取引： 

電子商取引の条文案は，この取引手段を活用している消費者及びビジネスの双方にとって

の障害に取り組むことによって，デジタル経済の可能性を拡大する。デジタル環境の下での

関税への取組みに関する条項，電子的な取引における認証及び消費者保護を含め交渉に進展

があった。情報の流通及びデジタル製品の扱いについての追加的提案が議論されている。 

 

○環境： 

環境に関する意味のある成果により，この協定は，貿易と環境に関する重要な課題に適切

に取り組み，貿易と環境の相互補助を向上させるものとなる。ＴＰＰ参加国は，環境に関す

る条文案が，環境保護の強化に資する貿易関連課題について効果的な規定を含むものである

べきという考え方を共有し，また，協定の実施を監督する効果的な制度的枠組と能力構築の

ための協力枠組について議論している。さらに，参加国は，海洋漁業，その他の環境保全に

ついての課題，生物多様性，特定外来生物，気候変動，環境物品・サービス等の新たな課題

に関する提案についても議論している。 

 

○金融サービス： 

金融機関への投資及び国境を越える金融サービスの貿易に関連する条文案により，透明性，

無差別性，新しい金融サービスの公正な扱い，投資保護及びこれらの保護のための効果的な

紛争解決救済措置が改善される。これらの約束により，市場開放の機会がつくられ，金融商

品を扱うビジネス界と消費者が恩恵を得ると同時に，金融当局が，金融危機の際を含め，金

融市場の統合性と安定を確保するために行動をとる権利が保護される。 

 

○政府調達： 

政府調達章の条文案により，この章の適用対象の調達は，公正，透明かつ無差別な方法で

行われるようになる。ＴＰＰの交渉担当者は，この章の適用対象である調達の基本的な原則

及び手続について合意し，さらに特定の義務を策定している。ＴＰＰ参加国は，経過的な措

置の使用を通じて，途上国の調達市場の開放を促進する必要性を認識しつつ，全ての参加国

による同等の調達の対象範囲を目指している。 

 

○知的財産： 

ＴＰＰ参加国は，参加国間における知的財産権に対する効果的でバランスの取れたアプロ

ーチを確保するために，既存の「知的所有権の貿易関連の側面に関するＷＴＯ協定」（ＴＲ

ＩＰＳ協定）上の権利・義務を強化及び発展させることで合意した。商標，地理的表示，著

作権と関連する権利，特許，営業秘密，一定の規制製品の承認に必要なデータ，知的財産の
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執行，遺伝資源と伝統的知識を含む，多くの形態の知的財産に関する提案が議論されている。

ＴＰＰ参加国は，「ＴＲＩＰＳ協定と公衆衛生に関するドーハ宣言」についての共有された

約束を条文案に反映することに合意した。 

 

○投資： 

投資に関する条文案により，各ＴＰＰ参加国の投資家及び投資財産に対しては，その他の

ＴＰＰ参加国における実質的な法的保護が与えられる。それには，無差別，待遇に関する最

低基準，収用に関する規則，及び貿易と投資を歪曲する特定措置の履行要求の禁止を確保す

るための規定に関する現在継続中の交渉が含まれる。投資に関する条文案は，適切なセーフ

ガードの下で，迅速，公正，かつ透明性のある投資家対国家の紛争解決に関する条項を含む

ものであり，その適用範囲については議論が続いている。投資に関する条文案は，公共の利

益のために規制を行うＴＰＰ参加国の権利を保護する。 

 

○労働： 

ＴＰＰ参加国は労働章に盛り込むべき要素について議論している。これら要素としては，

労働者の権利保護，及び労働に関する相互の関心事項についての協力，協調，対話を確保す

るためのメカニズムについての約束が含まれる。ＴＰＰ参加国は，労働者が２１世紀に直面

している課題に対応する上で，協調することが重要であることで意見が一致している。この

協調は，労働者の福利厚生や雇用可能性を高め，人的資源開発やハイ・パフォーマンスな職

場を促進する職場の慣行に関する二国間及び地域的な協力を通じて行われる。 

 

○法律的事項： 

 ＴＰＰ参加国は，紛争解決のための明確で効果的なルールを含め，協定運用に関する規定

の交渉で大きく前進し，これら手続に関するいくつかの個別問題について議論している。ま

た，ＴＰＰ参加国は協定上の義務に対する例外や，法律，規則その他ルールの策定過程の透

明性に関する規律についても交渉を進めた。さらに，特定分野における良い統治（good 

governance）や手続の公正に関する提案についても議論している。 

 

○物品市場アクセス： 

ＴＰＰ参加国は，ＴＰＰ参加国が相互に与える市場アクセスが野心的で，バランスがとれ

ており，透明なものとなるように，すべてのＴＰＰ参加国に適用される物品貿易に関する原

則と義務を設けることに合意した。物品貿易に関する条文案では，協定参加国がＷＴＯ協定

上負っている義務を上回る重要な約束を含む参加国間の関税撤廃，及び貿易障壁となりうる

非関税措置の撤廃も扱われている。ＴＰＰ参加国は，輸出入ライセンスや再生品に関する提

案も検討している。農産品の輸出競争や食料安全保障に関する規定も議論されている。 

 

○原産地規則： 

ＴＰＰ参加国は，産品がＴＰＰ地域で原産されたものであるか否かを決定するための共通
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の原産地規則の策定を追求することに合意した。また，交渉参加国はＴＰＰの原産地規則を

客観性，透明性，予見可能性を備えたものとすることに合意したほか，産品の原産性を申告

する上で（ＴＰＰの）自由貿易地域内で産出された材料を使用又は「累積」または使用出来

るようにするアプローチについても議論している。さらに，ＴＰＰ参加国は，シンプルで効

率的かつ効果的な特恵申告の確認制度に関する提案について議論している。 

 

○ＳＰＳ（衛生植物検疫）： 

動植物の健康及び食品安全を強化し，ＴＰＰ参加国間の貿易を促進するため，９か国はＷ

ＴＯ・ＳＰＳ協定の現行の権利及び義務を強化し，発展させることに合意した。ＳＰＳの条

文案には科学，透明性，地域主義，協力及び同等性に関する一連の新たな約束が含まれるで

あろう。加えて，交渉担当者は，輸入検査や確認を含む一連の新たな二国間及び多国間の協

力に関する提案を検討することに合意した。 

 

○ＴＢＴ（貿易の技術的障害）： 

ＴＢＴの条文案は，ＷＴＯ・ＴＢＴ協定の現行の権利及び義務を強化し，発展させるもの

で，これによりＴＰＰ参加国間の貿易が促進され，また，規制当局が健康，安全及び環境を

保護し，その他の正当な政策目的を達成することを助けるであろう。ＴＢＴの条文案には遵

守期間，適合性評価手続き，国際規格，制度的メカニズム及び透明性に関する約束が含まれ

ることとなる。ＴＰＰ参加国は，また，適合性評価手続に関する規律，規制に関する協力，

貿易円滑化，透明性及びその他の問題や，特定分野を対象とする提案についても議論してい

る。 

 

○電気通信： 

電気通信の条文案により，ＴＰＰ参加国の市場において，電気通信サービス提供者は競争

的なアクセスを得るようになり，これによって消費者に利益がもたらされ，ＴＰＰ参加国の

市場のビジネス競争力が強化される。ＴＰＰ参加国は，相互接続や物理的な設備へのアクセ

スを通じて電気通信サービス提供者に対し合理的なネットワーク・アクセスを与えることが

必要という幅広い合意に加え，規制プロセスの透明性の強化や，不服申立ての権利を確保す

る広い範囲の規定についてほぼ合意しつつある。さらに，技術の選択や高価な国際携帯ロー

ミング料金への対応に関する提案も出されている。 

 

○一時的入国： 

ＴＰＰ参加国は一時的入国に関する章の中の一般規定について実質的に合意した。これら

一般規定は，一時的入国に関する申請の処理の透明性と効率性を向上させ，また，これまで

のＴＰＰ参加国当局間の技術協力を更に促進するものである。商用関係者の個別カテゴリー

に関する特定の義務については，議論が行われている。 
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○繊維・衣料品： 

繊維・衣料品に関する市場アクセスに加え，ＴＰＰ参加国は税関間協力，法執行手続，原

産地規則及び特別セーフガードなど，様々な関連規律について議論を行っている。 

 

○貿易救済： 

ＴＰＰ参加国は，ＷＴＯ協定上の権利と義務を確認することに合意し，透明性や適正手続

き（due process）の分野で既存の権利・義務を発展させた義務等についての新提案の検討

も行っている。また，暫定的な地域セーフガード・メカニズムに関する提案も出されている。 

 

関税スケジュール（譲許表）及びその他の市場開放パッケージ 

・ＴＰＰの関税譲許表は約１１，０００のタリフラインのすべての物品をカバーする。９か

国はＴＰＰ共通の原産地規則を作成中であり，これをいかに最も効果的かつシンプルに作

成すべきか現在様々な提案を比較検討しているところである。 

 

・サービス及び投資に関するパッケージは，すべてのサービス分野をカバーすることになる。

９か国が追求する高水準の成果を確保するため，ＴＰＰ参加国は「ネガティブ・リスト」

方式を基礎とする交渉を行っている。これはサービス貿易を包括的にカバーすることを前

提としつつも，特定サービス分野の約束に関する特定の例外について交渉することを可能

とするものである。 

 

・政府調達分野では，相互のセンシティビティを認識しつつ，ＴＰＰ参加国相互の政府調達

市場へのアクセスを最大にするように，対象範囲の拡大を追求しながら，各国間でパッケ

ージの交渉が行われている。 

 

次のステップ 

ＴＰＰ参加９か国の首脳は，１２月の初めに交渉担当者が会合を開き，その際に追加的な

交渉会合の日程を調整するよう指示した。 

 

                               （了） 

 


